ハンドマイクスポット（参考例）２０２０年６月１９日　　　北関東いっせい宣伝
◎日本共産党の（○○〇〇〇）です。どうか、よろしくお願いします。
みなさん、２０２０年度の第二次補正予算が成立しました。日本共産党は、休業するときに支給される雇用調整助成金の上限が、引き上げられたことや、事業者への家賃補助や学生給付金の創設など、不十分ですが、盛り込まれたことは評価しています。

同時に、３分の１、１０兆円もの巨額の予備費が組まれ、使い道を政府に白紙委任したことは、「国の財政を処理する権限は、国会の議決による」という憲法が定めた財政民主主義の大原則に反しており、将来に重大な禍根を残しました。
　同時に、みなさん、大打撃をうけている暮らしと営業を支えることは急務です。
政府の調査でも５９７万人にのぼる休業者を失業者にしないため「雇用調整助成金」は申請を簡素化し、「給付が先、審査は事後チェックで」という制度への転換をはかっていくことが必要です。あらゆる支援策のスピードアップが求められています。
また、「緊急事態宣言」が解除されたとはいえ、感染は収束したわけではありません。「第二波」に備え、しっかり予算をつけ、保健所体制の強化をはかる。ＰＣＲ検査整備費の増額、医療崩壊を招かないためにも、深刻な経営危機に陥っている医療機関への減収補填（ほてん）を急いで行うことなどが求められています。

野党５党派が一致して要望したように、国会は、閉会中も新型コロナウイルス対応で「予算委開催」「集中審議」などあらゆることで対応すべきです。
日本共産党は国民のいのちと暮らしを守るため、全力をつくします。
みなさん、新型コロナウイルス感染症関連や、暮らし・営業など、困りごとはありませんか。日本共産党の事務所や、地方議員に、ぜひ、気軽にお寄せ下さい。
◎日本共産党の（○○〇〇〇）です。どうか、よろしくお願いします。
昨日、違憲・違法な、「検察庁法改定案」が廃案になりました。黒川弘務東京高検検事長の定年延長を決めた閣議決定は、撤回すべきです。産経新聞によれば、黒川氏は１０年前から「賭け麻雀」をしていました。「訓告処分は不自然、懲戒免職でも不思議はない」が街の声です。処分の経過を明らかにし、見直すべきではないでしょうか。
さらにみなさん、「持続化給付金」や「GoToキャンペーン」の依託化など、新型コロナウイルスに苦しめられている中小事業者などへの支援事業が、広告大手代理店・電通などに食い物にされている疑惑が浮かび上がってきました。「一般社団法人・サービスデザイン協議会が、国から７６９億円で受託し、『電通』に再委託、電通はその子会社複数社などに再委託や外注で丸投げ」「その結果、電通と子会社が１０７億円『中抜き』」という構図です。電通と経産省との関係など、疑惑の徹底解明が必要です。
みなさん、安倍政権は、「森友」、「加計」、「桜」と数々の疑惑。検察私物化を狙った閣議決定と検察庁法改定案問題。遅れるコロナ対策と不透明な業務委託問題などなど、急落する内閣支持率に明らかなように、一日も早く退陣すべきです。

みなさん、各地の日本共産党議員団は、新型コロナウイルス感染症で苦しむ、住民のみなさんの不安や要望を解決するため、日々奮闘しています。
ぜひ、お近くの共産党議員や、事務所にお気軽に、ご相談ください。
日本共産党が発行する「しんぶん赤旗」を、ぜひ、ご購読ください。　　　　以上
